
１．労働災害の概況
（１）死亡災害の現状

事故の型

起因物
交通事故
(道路)

乗用車・バス・
バイク
はさまれ・
巻き込まれ
エレベーター・

リフト

爆発

爆発性の物等

爆発

爆発性の物等

墜落・転落

建築物、構築物

交通事故
(道路)

トラック

激突され

トラック

墜落・転落

トラック

はさまれ・
巻き込まれ

動力伝導機構

番
号

1

業種

２月

小売業

労働者数
発生月

２月

６月
１０～２９人

平成３０年　浜松署管内発生　死亡災害事例

2

3

１０人未満

１０～２９人

１０人未満

１階のエレベーターピットの近くで作業をしていた作業員が、人が落ちたような音を
聞き確認したところ、被災者が倒れているのを発見したもの。被災者は高さ約14ｍ
の5階エレベーター開口部の養生幕の幅木が破損していたため、当該箇所からエレ
ベーターピットに墜落したものと推定。

化学工業

発生状況

灯油の配達業務を行っていた被災者は業務用の軽トラックを運転し、信号機のある
交差点を東側から直進したところ、交差点を南側から直進してきた乗用車と衝突し
死亡したもの。乗用車の信号無視とみられている。

弁当用のパック、箸等が保管されている２階建ての物置場において、被災者は2階に置かれた弁
当用のパックを取りに行くため、積載荷重100ｋｇのリフトの搬器に乗り、１階から２階へ上昇する
途中で、搬器の枠と２階床面開口部の縁との間に胸部をはさまれて死亡したもの。

花火工場で爆発が発生し、その火災によりコンクリート製平屋建ての隣接する建屋
３棟が全焼した。爆発による爆風、火災により焼死した被災者が発見されたもの。

１０～２９人

小売業

9
１２月

畜産業
１０～２９人

8
１０月

卸売業

4

建設業
（建築工事）

6

１００～２９９人

被災者はトンネル坑口より約２ｋｍの地点で、切羽の吹付作業終了後にコンクリ－ト
ポンプ車のホッパーの掃除をしていた。約５ｍ離れていた場所に停車していた無人
のミキサー車が後進したため、被災者は激突されて死亡したもの。ミキサー車を停
車していた場所は７％の傾斜地であった。

１０～２９人

取引先の事業場に鉄製の網パレットを引き取りに行った被災者が、取引先事業場の敷地内に停
めたトラックの近くで倒れていたところを発見され、収容先の病院で半月後に死亡したもの。目撃
者はいないが、取引先事業場の敷地内で３ｔトラックの荷台に網パレットを積み込み、ロープを
使った荷締め作業中に、足を滑らせ荷台から転落し頭部を強打したものと推定される。

5
７月

7

外注先の25ｔトラックの運転者が工場で生産された木質チップの積込みを終え、工
場の前のＴ字路（公道）で方向転換のため後退したところ、工場の夜間の巡回警備
に従事する被災者が、トラックの左後輪に轢かれ２日後に死亡したもの。

木材・木製品
製造業

１０～２９人
９月

エアガンを用いて鶏舎内で羽毛を除去する清掃作業を行っていた被災者が、集卵
エレベーター（以下コンベヤー）とコンベヤーとの間に取り付けられた動力伝達シャ
フト部分に、衣服、髪などが巻き込まれ意識不明の状態で発見された。その後、被
災者は収容先の病院で死亡したもの。

６月

化学工業

１１月

土木工事業

花火工場で爆発が発生し、その火災によりコンクリート製平屋建ての隣接する建屋３棟が
全焼し、被災者が屋外で発見された。被災者は２日後に全身熱傷により死亡したもの。
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① 平成３０年における「全産業」での死亡者数は９人で前年に比べ３人増加であった。 ［表１・２参照]
② 業種別に見ると、「製造業」で３人、「建設業」、「小売業」で２人、、「畜産業」、「卸売業」でそれぞれ1人
ずつであった。 [表１・２参照]

③ 事故の型別に見ると、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込まれ」及び「爆発」で２人、「交通事故（道路）」で
２人、「激突され」で１人であった。 [表２参照]

④ 起因物別に見ると、「トラック」で３人、「爆発性の物等」で２人、「乗用車・バス・バイク」、「建築物、構築
物」、「エレベーター・リフト」、「動力伝導機構」でそれぞれ１人ずつであった。 [表２参照]
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（２）死傷災害（死亡及び休業４日以上の災害）の現状

①平成３０年における「全産業」での死傷者数は１０１５人で、前年の９１２人に比べ１０３人（１１．３％）減少した。
[表３参照]

②業種別に見ると、製造業が２９９人で最も多く、前年より５１人（２０．６％）増加し、次いで運輸業が１２８人で
６人（４．７％）減少し、次いで建設業が１０５人で１７人（１９．３％）増加した。

[表３・４参照]

③事故の型別に見ると、「転倒」が２２２人で最も多く、前年より３７人（１９．３％）増加し、次いで、「墜落・転落」が

１７９人で３９人（２７．９％）増加し、「はさまれ・巻き込まれ」が１０９人で８人（６．８％）減少した。

[表５参照]

④起因物別に見ると、「仮設物・建築物等」が２７６人と最も多く前年より５４人（２４．３％）増加し、次いで、「起因

物なし」、「動力運搬機」の順となっている。 [表６参照]
⑤事業場規模別に見ると、労働者数５０人未満の事業場で６１％を占めている。 [表７参照]

⑥年齢別に見ると、６０歳以上が最も多く３１％で、５０歳代と合わせると高年齢労働者の災害が５４％と、半数以

上を占めている。 [表８参照]

業種別死傷災害 表４
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墜落・転落

１８％
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２２％
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下
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１２％

その他

３％

事故の型別死傷災
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動力伝動機構

０．２％

木材加工用機械

１％

建設用機械

１％

金属加工用機械

３％ 一般動力機械

５％ 動力クレーン

等

１．３％

動力運搬機

１０％
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置

０．３％
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１％

架設物、建築物等

２７％

材料
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荷

３％

環境等

２％

起因物なし

１１％

その他

４％
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高温・低温
の物との接
触 ２％



年齢別死傷災害

事業場規模別死傷災害

10人未満
２０％

10人～29人

２６％

30人～49人
１５％

50人～99人
１３％

100人～299人

１７％

300人以上

９％
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２０歳未満

１％

２０歳～２９歳
１０％

３０歳～３９歳
１６％

４０歳～４９歳

２０％
５０歳～５９歳

２３％

６０歳以上
３１％

表８




